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研究要旨 
 本研究は、国内中小企業における健康診断の活用実態を調査し、中小企業に
提供可能な健康診断統合電子カルテあるいはツールを開発し、より実効的な産
業保健サービスの定着と産業保健活動の充実を図る事を目的とした。本研究で
は、企業外健診機関と、その機関と産業医契約をしている中小事業所を対象と
して、次の開発研究と調査を行った。（1）事業所における健康診断システム活
用に関する実態調査：本研究の基礎情報の確保及び産業保健サービスの重要な
手法である保健指導の中小企業における実施の促進を図る方策の開発の基礎資
料を得るため、企業外健診機関における健康診断及び保健指導の実態等につい
て質問票による調査を行った。（2）汎用性・低コスト性を重視した産業保健電
子カルテおよびツール(iPHR)・システムの開発：（1）の調査結果より、汎用性
の高いスタンドアローンのソフトウエア使用をベースにしながら、ＰＨＲおよ
び産業保健版電子カルテのプロトタイプをデザインし制作した。さらに、健診
システムやネットワークによるデータベースの互換性の向上と、産業保健の場
における就業判定や包括的分析を行う等の活用のために、労働安全衛生法にお
ける健診データを核とした標準的なコード体系を策定し、これを産業保健の場
でのデータ格納体系に提供することで iPHR 活用を図ることとした。（3）開発
電子カルテおよびツール・システムを用いた介入実証実験：本研究にて考案さ
れた概念に基づき、電子カルテおよびツールを健診機関の協力の下、中小事業
場２社を対象に健康診断データ管理と事後措置体制に組み込む介入実証実験を
行った。（4）保健指導の手引の作成：⑴の結果を踏まえて、労働衛生機関の保
健師・看護師が、定期健康診断後の労働安全衛生法第６６条の７に基づく保健
指導を実施する場合、対象者の選定、対象者情報の収集、保健指導の実施、結
果評価、事業者への報告という一連の流れの中で、留意すべき事項等を取りま
とめた。特に、「保健指導に当たってのチェックポイント」表として、従事する
業務・作業内容、作業環境、就労条件等の情報を踏まえ留意すべき情報収集の
ポイント及び保健指導のポイントをマトリックス表にして取りまとめた。 
 iPHR 導入による具体的な効果の検証については今後の課題ではあるが、シス
テム構築から実用までの間で、ネットワークの構築、事業場との連携、情報の
伝達、法的整備、データフォーマットなどの課題が見受けられた。今後の運用
に当たっては事業場や健診機関の協力を得ながら、効果を検証していくととも
に、各ステークホルダーが導入しやすいシステムに改訂していく必要があると
思われた。本研究を通じ、有効な健康診断ツールを開発提供することで、中小
企業における産業保健推進のモデルを構築することができると思われる。 
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A 研究の目的 
 今日では個人の健康診断データは、
デジタル情報として包括的かつ経年
的に多容量を取り扱うことが可能に
なってきているが、特に中小企業で
は健康診断の有効活用を行う体制の
構築は困難であること多いことが予
想される。本研究を通じ、有効な健
康診断ツールを開発提供することで、
中小企業における産業保健推進のモ
デルを構築することができると思わ
れる。さらに中小企業において産業
保健サービスを向上させることは、
良質な労働リソースなど社会基盤の
維持につながり、国民生活の質の向
上をもたらす事も期待される。本研
究は、国内中小企業における健康診
断の活用実態を調査し、中小企業に
提供可能な健康診断統合電子カルテ
あるいはツールを開発し、より実効
的な産業保健サービスの定着と産業
保健活動の充実を図ることを目的と
する。 
 
B 研究の方法・内容 
１． 事業所における健康診断シス

テム活用に関する実態調査（只
野、全衛連） 

 本研究の基礎情報の確保及び産業
保健サービスの重要な手法である保
健指導の中小企業における実施の促
進を図る方策の開発の基礎資料を得
るため、企業外健診機関における健
康診断及び保健指導の実態等につい
て質問票による調査を行った。 
 
２． 汎用性・低コスト性を重視
した産業保健電子カルテおよびツー
ル(パーソナルヘルスレコード：
PHR)・システムの設計と開発（大神、
小林、塩田、永田、櫻木、中尾、佐々
木、安藤） 

 電子カルテのパイロット版として
は、汎用性を重視し、FileMaker Pro
を使用することとした。特に中小企
業における嘱託産業医が従業員個々
の就業判定・健診事後措置を行うに
あたり容易に扱えることを目的とし
た。（1）の調査結果より、汎用性の
高いスタンドアローンのソフトウエ
ア使用をベースにしながら、ＰＨＲ
および産業保健版電子カルテのプロ
トタイプをデザインし制作した。こ
のツールは、特に中小企業における
嘱託産業医が従業員個々の就業判
定・健診事後措置を行うにあたり容
易に扱えることが前提であり、また
健康診断情報が経年的にかつ多重的
にデジタルデータとしてリンク参照
できるものを構築した。 
３．開発電子カルテおよびツール・
システムを用いた介入実証実験（大
神、安藤、中尾、佐々木） 
  企業外健診機関の協力の下、従業
員数が数百名以下の中小企業を対象
に健康診断データ管理と事後措置体
制に開発ツールを組み込む介入実証
実験を行った。 
 
４．産業保健のための iPHR に準じた
情報コード体系作成の試み（佐々木、
安藤、喜多村、池上、中尾、大神） 
 労働安全衛生法による一般あるい
は特殊定期健康診断の健診データは、
電子データを流通させるための標準
的な仕様が正式には存在していない
と考えられる。健診システムやネッ
トワークによるデータベースは、既
存のシステム事業者が構築する仕様
や形式にとどまることから互換性に
乏しく、産業保健の場において就業
判定や包括的分析を行う等の活用に
影響している。 
そこで本研究班では、労働安全衛生
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法における健診データを核とした標
準的なコード体系を策定し、これを
産業保健の場でのデータ格納体系に
提供することで iPHR 活用を図るこ
ととした。 
 
５．労働者を対象とした保健指導の
手引の作成 (只野、全衛連、大神、
小林、塩田、永田、櫻木、喜多村) 
  １における調査結果から、健診機
関は保健指導について安衛法に基づ
く保健指導は十分には実施されてお
らず、保健指導実施のためのマニュ
アルがない、などの環境整備の課題
など、健診事後措置に関するいくつ
かの課題が明らかになった。この結
果を踏まえ、平成 26 年度では労働者
を対象とした健診結果に基づく保健
指導マニュアルの作成を試みた。こ
のマニュアルは、産業保健電子カル
テシステム(iPHR)との連動を想定し
ていて、健診の事後措置としての保
健指導を経時的に記録することを包
含している。健診データの活用につ
いて産業保健の現場においては、事
後措置として行われている。すでに
特定保健指導で実施される個人の生
活習慣の改善の指導に加え、就労状
況、職場環境等を踏まえた保健指導
が求められる。本研究において、分
担研究として、労働者を対象とした
保健指導の手引の作成を目的に設置
し、労働衛生機関の保健師・看護師
が、定期健康診断後の労働安全衛生
法第６６条の７に基づく保健指導を
実施する場合、対象者の選定、対象
者情報の収集、保健指導の実施、結
果評価、事業者への報告という一連
の流れの中で、留意すべき事項等を
取りまとめた。特に、「保健指導に当
たってのチェックポイント」表とし
て、従事する業務・作業内容、作業

環境、就労条件等の情報を踏まえ留
意すべき情報収集のポイント及び保
健指導のポイントをマトリックス表
にして取りまとめた。 
 
 
C. 研究結果・成果 
１．事業所における健康診断システ
ム活用に関する実態調査（只野、全
衛連） 
 国内において職域の健康診断を実
施している健診機関 537 機関を対象
とする郵送によるアンケート調査を
行い、190 健診機関（35.4％）から
回答を得た。なお、アンケート調査
票の発送は平成 25 年 9 月 18 日であ
り、回答期間の 1 か月間の後の提出
も集計に加えた。 
アンケート調査結果の概要 
i) 健康診断について 
190 健診機関においては、１機関当
たりの一般健康診断実施事業場数は
2,955 事業場、実施労働者数は
71,515 人であり、労働者の健康確保
の担い手としての重要な役割を果た
している。 
 しかしながら、事後措置に必要な
資料としての保健指導対象者一覧は
35.2％の健診機関が事業場に提供し
ておらず、労災二次健診対象者一覧
は48.1％の健診機関が提供していな
い状況であった。また、事業場の部
署ごとの健診結果の提供や男女別・
年代別の分析結果の提供は必ずしも
行われておらず、さらに、要治療者
一覧、医師意見聴取対象者一覧など
の提供を行っていない健診機関も少
なからずあった。 
ii) 保健指導について 
 健診機関における保健指導を実施
している健診機関は62.4％にとどま
っており、労働安全衛生法第 66 条の
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7 に基づく保健指導も実施事業場数
30 未満の健診機関が 73.6％を占め
るなど、十分には実施されていない。
その背景としては保健指導の必要性
についての事業者・労働者の理解不
足、ニーズがない、事業者が経費を
負担できない、という状況がある。 
 また、保健指導を適切に実施する
ための対象者の選定基準が示されて
いない、保健指導実施のためのマニ
ュアルがない、など保健指導を促進
するための環境整備を図る必要があ
るとの健診機関の意見がある（改正
労働安全衛生法案に盛り込まれる予
定のストレスチェックに係るマニュ
アルを含む。）。 
 さらに、保健指導を実施する際に
過去の労働時間などの必要な情報が
事業者から提供されていないこと、
保健指導のフォローアップが余り行
われていないこと、などの結果が得
られた。 
iii) 労災二次健康診断について 
 労災二次健診の指定を受けている
健診機関は 129 健診機関、70.1％（無
回答 6 健診機関を除く。）と多いが、
その実績としての受診者数は「０人」
が 23.3％、「1 人以上 50 人未満」が
44.2％であり、これらで２／３を占
め、取組みが少ない。労災二次健診
を受診した１健診機関当たりの人数
は 210 人であるのに対して、特定保
健指導の１健診機関当たりの人数は
127 人と少ない。これらの背景とし
ては本制度が事業者、労働者に周知
されておらず、これによりニーズが
少ないという状況がある。 
 また、本制度による対象者の選定
基準に満たない一次健康診断受診者
の中には、労災二次健診の対象とし
た方がよいという者がいることから、
選定基準について検討する余地があ

ると考えられる。さらに、本制度に
よる特定保健指導については、保健
指導が本来必要とするフォローアッ
プが認められていないことから、検
討する余地があることが認められた。 
iv) 産業医・産業保健職の活動に

ついて 
 健診機関における産業医活動は１
健診機関当たり 15 事業場で相当程
度実施されており、産業医活動の重
要な一翼を担っている。産業保健職
（医師以外の産業保健活動従事者）
も保健指導をはじめとする多彩な活
動が展開されている。 
 これらを更に発展させるため、産業
医活動のための助成金の創設、産業
保健職の位置付けの明確化の要望な
どの意見があった。 
 
２．汎用性・低コスト性を重視した
産業保健電子カルテおよびツール
(パーソナルヘルスレコード：PHR)・
システムの開発（中尾、安藤） 
 産業保健業務を支援するデータベ
ースを中小企業でも使用可能なよう
に 市 販 の ア プ リ ケ ー シ ョ ン
（FileMaker Pro）を使って設計した。
企業内にスタンドアローン形式で設
置する方法と、共有サーバにアップ
ロードしてクラウド形式で使用でき
る方法で運用可能なものにした。産
業保健業務のワークフローや取り扱
う情報の種類を考慮すると、①1 つ
のテキストフィールド内で長文を作
成する（対応記録／文書作成等）、②
同時接続のユーザー数が多くなる場
合がある、③ユーザーの職種が幅広
いため細かなアクセス権限が必要と
なる、といった点が特徴として挙げ
られた。 
  
３． 開発電子カルテおよびツー
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ル・システムを用いた介入実
証実験（大神、安藤、佐々木、
中尾） 

 電子カルテおよびツールを企業外
健診機関の協力の下、中小事業場２
社を対象に健康診断データ管理と事
後措置体制に組み込む介入実証実験
を行った。事例１では産業保健スタ
ッフ主導型の iPHR を導入し実証実
験を行い、事例２では外部ベンダー
主導型の iPHR を導入し実証実験を
行った。iPHR 導入による具体的な効
果の検証については今後の課題では
あるが、システム構築から実用まで
の間で、ネットワークの構築、事業
場との連携、情報の伝達、法的整備、
データフォーマットなどの課題が見
受けられた。今後の運用に当たって
は事業場や健診機関の協力を得なが
ら、効果を検証していくとともに、
各ステークホルダーが導入しやすい
システムに改訂していく必要がある
と思われた。 
 
４． 産業保健のための iPHR に準

じた情報コード体系作成の試
み（佐々木、安藤、喜多村、
池上、中尾、大神） 

本研究班ではバイオコミュニケーシ
ョンズ株式会社が提唱しているOHEC
についてレビューを行った。 
この情報コードが取り扱う情報種類
としては大別して、以下のような項
目が想定されている。 
 １）個人属性情報：産業保健に必
要な情報を網羅する。２）病歴（既
往歴・現病歴・治療状況）：医療記録
として耐えうるコード構造を持つ。
３）業務歴情報：有害業務や取扱物
質に関悪情報全てを網羅する。４）
問診情報：一般健診で使用されてい
る問診、有害業務得用いる所定の問

診、その他数千種類がカバーできる。
５）一般定期健診データ：労働基準
監督署への報告に耐えうる構造を持
ち、個別追加項目の取扱も可能。６）
特殊健診データ：数百に及ぶ健診項
目があり、それらを全て取扱可能。
７）各種判定情報：上記特殊健診等
に対応する各種判定を網羅し、就業
上の判定もカバーする。 
 以上の項目を設定するにあたり、
留意したことは、データによる評価
が一時点だけでは無く、継続的な過
去からの状況を 1 つのデータとして
評価できるということである。 
 
５．労働者を対象とした保健指導の
手引の作成(只野、大神、小林、塩田、
永田、櫻木、喜多村) 
 概念として重用視した事項は、職
域における保健指導の指導方針とし
て、就業環境（作業内容、作業量、
労働時間、勤務形態等）に着目し、
生活習慣改善指導（栄養指導、運動
指導、生活指導）にも留意しながら
指導を行い、標準的な内容と手順の
もとに実施・記録するということで
ある。 
 保健指導の具体的内容においては、
大項目として以下の 3 項目を挙げた。 
① 栄養指導：栄養指導が必要と判断
される者に対し、栄養の摂取量にと
どまらず、個々人の食習慣の評価と
その改善に向けて指導を行う。 
② 運動指導：運動指導が必要と判断
される者に対し、運動実践の指導を
行う。 
運動プログラムの作成に当たっては、
個人の生活状況、身体活動レベル、
趣味、希望等が十分に考慮され、運
動の種類及び内容が安全に楽しくか
つ効果的に実践できるものであるよ
う配慮する。 
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③ 生活指導：勤務形態や生活習慣が
原因と考えられる健康上の問題を解
決するために、睡眠、喫煙、飲酒、
口腔保健等の健康的な生活への指導
及び教育を、職場生活を通して行う。 
また、指導単位としては、個別指導
または集団指導を想定した。なお、
特殊健康診断の結果、保健指導が必
要であると産業医が判断した労働者
（有所見者）を対象に、産業医と連
携し、必要な保健指導を実施するこ
ととした。 
 項目（所見）ごとの保健指導の特
徴・要素については年度報告書の別
表に示した。保健指導対象者の有所
見の状況にあわせて、「保健指導に当
たってのチェックポイント」表を基
に保健指導における情報収集ポイン
トと保健指導ポイントを整理し実際
の指導に活用するものとした。 
 保健指導実施結果は「保健指導記
録票」を考案し、結果をこの記録票
に整理する。こととした。この記録
票は iＰＨＲ（industrial Personal 
Health Record）との連携を図るため、
コードを付した。 
 
D. 考察  
 本研究では、PHR の思想で労働者
の健康管理情報を一元化して管理す
ることを目的に、データベースのプ
ロトタイプ設計（iPHR）を行った。
当初の計画では、プロトタイプを実
証実験として現場に導入し、ユーザ
ーの声を拾いながら改善をすすめる
ことを想定していた。このため、設
計を微修正する可能性があることを
想定し、市販のデータベースソフト
（FileMaker Pro）を使用して作成す
ることとした。そして、ネットワー
クの構築においては、データベース
のメンテナンスの簡便さと高いセキ

ュリティを目的として、研究班の所
属する大学にサーバを設置し、ユー
ザーは仮想ネットワーク（VPN）を通
じてアクセスする手法を採用し、現
場で利用開始できる状況を実現した。
しかし、企業のセキュリティ面の不
安解消や企業内の承認プロセスに想
定以上に時間を要したため、本研究
期間内において、データベースの利
用開始に至ることはできたものの、
現場使用により収集された情報を活
用しデータベースを十分改善させる
には至らなかった。これは本研究に
限らず一般化されうる課題であると
思われる。 
 労働者の個人情報を電子化して社
外の環境に保管することは、企業側
としては避けたいと思われ、できれ
ば社内に保管しておきたいという考
えがあると思われる。ゆえに、労働
者の健康情報を電子化し、関係者が
利用な環境を実現するためには、継
続的な努力が必要であると思われる。
そのうえで、広義の PHR では情報の
所有者が労働者個人であることを踏
まえると、iPHR の情報を最終的に労
働者が身に付ける状態になるには、
時間を要するものと思われた。さら
に中小企業は、労働者の健康管理を
対象としたヒト・モノ・カネの確保
が困難であるため、iPHR が完成した
としても、利用開始にかかるコスト
が大きな場合、運用実現とはならな
いと思われる。2015 年のストレスチ
ェック法制化が施行されたタイミン
グで厚生労働省が公開した「厚生労
働省版ストレスチェック実施プログ
ラム」といった標準化されたアプリ
ケーションや助成金等の企業向けの
運用支援策が今後必要になると思わ
れる。 
 PHR の考え方からすれば、健康診
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断の結果以外にも産業医・保健師か
らの指導の履歴などを含めた労働者
に関連する健康情報は、労働者に保
有させておくこととなる。これによ
り、労働者が転職をして労働環境や
関わる産業保健スタッフや健診機関
が変わった場合にも、継続的な健康
管理が期待できる。一方で、労働者
側の立場としては、勤め先や担当産
業医・保健師が変わった時に、自動
的にこれらの関係者に自身の健康情
報が知られることに抵抗感のある情
報例えば、過去のメンタルヘルス不
調の履歴や、自殺未遂のエピソード
等もあると思われた。そのような場
合、1 人の労働者の中の情報でも、
アクセス権限の場合分けが必要かも
しれない。さらに、労働安全衛生法
に規定されている健康診断の事後措
置の実施義務の主体は事業者である
一方、iPHRに記録された情報のうち、
どの領域を企業または事業者が保管
管理（またはアクセス）すべきか整
理しておく必要がある。就業上の措
置に関する産業医の意見であれば、
事業者が保有することは自明である
が、産業医・保健師と労働者の面談
で行われた細かな指導内容や受診指
示、本人の感染症情報（肝炎・HIV
等）といった情報を事業者が保有す
ることには、明快な線引きは困難で
ある。これらを踏まえると、労働者
が保有している iPHR 情報は、面接指
導や保健指導の個別対応のタイミン
グで、担当者が労働者から同意を得
たうえで iPHR 情報を確認する手続
きが必要となると思われる。そして、
個別対応の記録は iPHR に登録する
とともに、法令にもとづく事業者の
保管義務のある記録は、所定の様式
で作成し、企業に収める手順が一般
的になるかもしれない。健康情報を

iPHRとして取り扱うことが一般的に
なる場合、具体的な手順の標準系を
定めたガイドラインが必要になると
思われる。 
 
E. 結論  
本研究では、企業外健診機関と、そ
の機関と産業医契約をしている中小
事業所を対象として、次の開発研究
と調査を行った。 
（1）事業所における健康診断システ
ム活用に関する実態調査 
（2）汎用性・低コスト性を重視した
産業保健電子カルテおよびツール
(iPHR)・システムの開発と労働安全
衛生法における健診データを核とし
た標準的なコード体系の策定 
（3）開発電子カルテおよびツール・
システムを用いた介入実証実験 
（4）保健指導の手引の作成 
 iPHR導入による具体的な効果の検
証については今後の課題ではあるが、
システム構築から実用までの間で、
ネットワークの構築、事業場との連
携、情報の伝達、法的整備、データ
フォーマットなどの課題が見受けら
れた。今後の運用に当たっては事業
場や健診機関の協力を得ながら、効
果を検証していくとともに、各ステ
ークホルダーが導入しやすいシステ
ムに改訂していく必要があると思わ
れた。本研究を通じ、有効な健康診
断ツールを開発提供することで、中
小企業における産業保健推進のモデ
ルを構築することができると思われ
る。 
 
Ｆ．研究発表 
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